
表１マニフェストの達成状況 

(平成23年８月26日現在) 
合計件数 約１８０項目（一部重複あり） 

実施、一部実施・・・５６％ 

着手済み（実施前の段階にあるものを含む）７９％ 

未評価  １５％ 

未着手   ６％ 

平成24 年２月９日 衆議院予算委員会提出資料 

岡
田
克
也
幹
事
長
（
当
時
）

を
中
心
と
す
る
民
主
党
マ
ニ
フ
ェ

ス
ト
検
証
委
員
会
が
平
成

23

年
８
月

26
日
に
ま
と
め
た
マ

ニ
フ
ェ
ス
ト
中
間
検
証
に
よ

る
と
、
約
１
８
０
項
目
（
一

部
重
複
含
む
）
の
内
、
実
施

あ
る
い
は
一
部
実
施
し
た
も
の

が
約

56
％
、
着
手
済
み
で
実

施
前
の
段
階
に
あ
る
も
の
を
含

め
る
と
約

79
％
に
達
し
ま
す
。

任
期
途
中
で
評
価
す
る
こ
と
が

困
難
で
今
回
未
評
価
の
も
の
が

約

15
％
、
全
く
未
着
手
の
も

の
は
約
６
％
と
な
っ
て
い
ま

す
【
（
表
１
）
】
。

実
施
あ
る
い
は
一
部
実
施
し

た
も
の
と
し
て
は
、
高
校
授

業
料
無
償
化
実
現
、
農
業
の

戸
別
所
得
補
償
制
度
創
設
、

診
療
報
酬
の
プ
ラ
ス
改
定
、

生
活
保
護
母
子
加
算
復
活
と
父

子
家
庭
へ
の
児
童
扶
養
手
当
支

給
、
求
職
者
支
援
制
度
創
設
、

小
学
１
年
生

35
人
学
級
実
現
、

Ｎ
Ｐ
Ｏ
寄
付
優
遇
税
制
の
大
幅

拡
充
等
、
国
民
の
皆
様
と
約

束
し
た
政
策
の
多
く
が
既
に
実

現
し
て
い
ま
す
。
高
校
授
業

料
無
償
化
制
度
に
つ
い
て
は
、

そ
の
効
果
と
し
て
高
校
中
退
者

数
の
減
少
等
が
見
ら
れ
ま
す
。

経
済
的
理
由
に
よ
る
中
退
者
数

に
つ
い
て
平
成

21
年
度
か
ら

平
成

22
年
度
の
減
少
率
は

高
等
学
校
で

36
・
７
％
、

私
立
高
等
専
修
学
校
で

31

％
の
減
少
と
な
っ
て
い
ま

す
。
農
業
の
戸
別
所
得
補

償
制
度
に
つ
い
て
は
、
交

付
対
象
農
家
の
９
・
８
％

し
か
い
な
い
２
・
０

ha
以

上
の
規
模
の
大
き
な
農
家

に
、
総
予
算
の
約
６
割
が

集
中
的
に
配
分
さ
れ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
、
ゆ
る
や

か
な
農
地
集
積
や
構
造
改
革
を

促
す
効
果
が
制
度
そ
の
も
の
に

ビ
ル
ト
イ
ン
さ
れ
て
い
る
こ
と

を
示
し
て
い
ま
す
【
（
表
２
）
】
。

ま
た
「
新
成
長
戦
略
」
と
し

て
の
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
イ
ン
フ

ラ
輸
出
や
観
光
ビ
ザ
要
件
緩
和
、

外
交
密
約
の
調
査
・
解
明
、

記
者
会
見
の
オ
ー
プ
ン
化
等

マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
掲
げ
た
政

策
以
外
で
実
現
の
重
要
政
策
や

重
要
事
項
も
少
な
く
あ
り
ま
せ

ん
。
他
に
、
イ
ン
デ
ッ
ク
ス

に

掲
げ

た

も

の
で

す

が

、

「
国
際
人
権
規
約
の
高
等
教

育
無
償
化
条
項
」
の
留
保
撤

回
に
つ
い
て
、
２
月
９
日
予

算
委
員
会
で
の
武
正
公
一
議
員

の
質
問
に
玄
葉
光
一
郎
外
相
が

答
え
る
形
で
、
留
保
撤
回
の

方
向
で
指
示
す
る
こ
と
を
表
明

し
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
武
正

公
一
議
員
が
提
案
し
続
け
て
い

る
「
電
波
の
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

制
」
に
つ
い
て
は
、
携
帯
電

話
用
電
波
の
割
当
先
を
決
め
る

際
に
、
よ
り
高
い
金
額
を
提

示
し
た
事
業
者
を
選
ぶ
「
周

波
数
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
」
制
度

導
入
を
盛
り
込
ん
だ
「
電
波

法
改
正
案
」
を
２
月
９
日
に

閣
議
決
定
し
ま
し
た
。

マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
掲
げ
た

政
策
で
実
現
で
き
て
い
な
い
も

の
が
あ
る
理
由
と
し
て
、
第

一
に
、
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
作
成

時
に
前
提
と
し
な
か
っ
た
事

態
に
よ
り
、
そ
の
実
現
に
大

き
な
影
響
が
生
じ
て
い
る
こ
と

が
あ
り
ま
す
。
一
つ
は
リ
ー

マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
後
の
景
気

の
大
幅
な
落
ち
込
み
に
よ
り
、

マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
作
成
の
前

提
と
な
っ
た
平
成

21
年

度
政
府
税
収
見
通
し
を
大

幅
に
減
額
修
正
（
９
・
２

兆
円
減
）
せ
ざ
る
を
得
な

か
っ
た
こ
と
で
す
。
そ
し

て
、
最
大
の
事
態
は
昨
年

３
月

11
日
に
発
生
し
た

東
日
本
大
震
災
で
す
。
被

災
地
の
復
旧
・
復
興
が
極

め
て
重
要
と
な
り
、
政
策

の
優
先
順
位
を
変
え
る
必

要
が
出
て
き
ま
し
た
。
こ
の

た
め
、
高
速
道
路
の
無
料
化

実
験
を
平
成

24
年
度
ま
で
行

わ
ず
、
子
ど
も
手
当
も
当
初

予
定
の
支
給
額
を
減
額
し
、

平
成

24
年
度
予
算
復
興
特
別

会
計
に
予
算
化
し
て
い
ま
す
。

第
二
の
理
由
と
し
て
、
政

策
の
必
要
性
や
実
現
可
能
性
に

つ
い
て
、
検
討
・
検
証
が
不

十
分
な
部
分
が
あ
っ
た
こ
と

も
認
め
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

政
権
交
代
の
２
年
６
ヶ
月

を
振
り
返
り
、
約
束
し
た
こ

と
を
や
り
抜
い
て
い
く
基
本
姿

勢
、
そ
し
て
、
で
き
た
こ
と

は
報
告
し
、
で
き
な
か
っ
た

こ
と
は
反
省
、
検
証
を
し
、

そ
の
上
で
、
政
権
運
営
の
責

任
の
重
さ
を
自
覚
し
な
が
ら
、

改
め
て
、
国
民
主
権
の
原
点

に
立
ち
返
り
国
民
の
皆
様
に
わ

か
り
や
す
く
政
権
運
営
の
実
を

説
明
し
て
ゆ
き
ま
す
。

他
方
、
未
だ
実
現
で
き
て

い
な
い
政
策
と
し
て
、
ガ
ソ

リ
ン
の
暫
定
税
率
廃
止
、
郵

政
改
革
法
成
立
、
労
働
者
派

遣
法
改
正
、
米
軍
再
編
見
直

し
、
議
員
定
数
削
減
等
が
挙

げ
ら
れ
ま
す
。
郵
政
改
革
法

案
に
つ
い
て
は
、
武
正
公
一

議
員
が
筆
頭
理
事
を
務
め
る
郵

政
改
革
特
別
委
員
会
で
民
主
・

自
民
・
公
明
の
郵
政
３
党
協
議

会
の
協
議
も
進
め
て
い
ま
す
。

ま
た
、
財
源
の
確
保
に
つ

い
て
、
平
成
22
、

23
年
度
は
、

平
成

21
年
度
に
比
べ
て
１
・

５
兆
円
の
公
共
事
業
の
大
幅
な

削
減
や
、
事
業
仕
分
け
に
よ

る
埋
蔵
金
の
活
用
等
に
よ
り
両

年
度
で
９
兆
円
を
確
保
し
ま
し

た
。
こ
れ
は
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

に
定
め
た
額
と
ほ
ぼ
同
じ
で
す
。

平
成
22
年
度
は
目
標
額
７
・

１
兆
円
に
対
し
て
捻
出
額
９
・

９
兆
円
で
、
想
定
外
の
税
収

減
や
社
会
保
障
費
自
然
増
へ
充

当
し
、
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
政
策

に
充
て
た
財
源
は
３
・
１
兆
円

で
し
た
。
平
成

23
年
度
は
目

標
額

12
・
６
兆
円
に
対
し
て

６
・
９
兆
円
の
財
源
確
保
で
、

さ
ら
に
一
部
を
税
収
減
、
年

金
財
源
、
社
会
保
障
費
自
然

増
に
充
当
し
、
マ
ニ
フ
ェ
ス

ト
政
策
に
充
て
た
財
源
は
３
・

３
兆
円
で
し
た
。
「
一
方
で
、

補
助
金
や
人
件
費
の
削
減
、

租
税
特
別
措
置
の
見
直
し
に
つ

い
て
は
、
財
源
確
保
に
全
力

を
挙
げ
た
も
の
の
、
マ
ニ
フ
ェ

ス
ト
で
予
定
し
た
だ
け
の
金
額

を
確
保
す
る
に
は
至
っ
て
い

な
い
」
と
検
証
し
て
い
ま
す
。
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消
費
税
の
税
率
引
き
上
げ
な

ど
国
民
の
皆
さ
ん
に
ご
負
担
を

求
め
る
前
に
ま
ず
は
「
身
を
削

る
」
努
力
を
し
な
く
て
は
な
り

ま
せ
ん
。

公
務
員
人
件
費
に
つ
い
て
は

国
家
公
務
員
の
給
与
を
平
均
７
・

８
％
削
減
す
る
特
例
法
案
が
、

２
月

29
日
の
参
議
院
本
会
議

に
お
い
て
民
主
、
自
民
、
公

明
各
党
な
ど
の
賛
成
多
数
で
可

決
、
成
立
し
ま
し
た
。
２
年

間
の
時
限
立
法
で
す
。
ま
た
、

国
の
出
先
機
関
原
則
廃
止
に
伴
っ

て
国
家
公
務
員
を
地
方
公
務
員

へ
移
管
さ
せ
る
こ
と
も
含
め
て
、

マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
掲
げ
た
国
家

公
務
員
総
人
件
費
２
割
削
減
に

つ
な
げ
る
第
一
弾
と
な
り
ま
す
。

今
国
会
に
提
出
予
定
の
「
行
政

改
革
実
行
法
案
（
仮
称
）
」

に
お
い
て
、
引
き
続
き
国
家
公

務
員
総
人
件
費
２
割
削
減
方
針

を
明
記
し
ま
す
。
ま
た
、
国

人
口
の
増
減
変
化
を
背
景
に
、

明
治
維
新
以
来
の
１
３
０
年
間

の
出
先
機
関
は
震
災
の
影
響
も

考
慮
し
て
、
関
西
・
九
州
を
先

行
し
て
広
域
連
合
に
移
し
て
ゆ

き
ま
す
。

年
間
約
２
９
０
０
億
円
の
削

減
分
は
東
日
本
大
震
災
の
復
興

財
源
に
充
て
ま
す
。
尚
、
自

衛
官
は
震
災
復
旧
へ
の
対
応
に

配
慮
し
削
減
開
始
時
期
を
最
大

６
カ
月
猶
予
し
ま
す
。

地
方
公
務
員
の
給
与
に
つ
い

て
は

、

特
例

法

の

付
則

で

「
自
治
体
が
自
主
的
か
つ
適
切

に
対
応
す
る
」
と
し
ま
し
た
。

国
会
議
員
定
数
削
減
に
つ
い

て
は
、
民
主
党
内
で
決
め
て
小

選
挙
区
５
、
比
例
区

80
削
減

を
野
党
に
提
案
し
て
い
ま
す
が

ま
だ
合
意
を
得
る
に
至
ら
ず
、

国
会
議
員
歳
費
に
つ
い
て
は
、

平
成

23
年
度
同
様
年
間
３
０

０
万
円
の
削
減
を
議
院
運
営
委

員
会
で
他
党
に
提
案
し
、
そ
れ

ぞ
れ
成
案
を
得
て
ゆ
き
ま
す
。

で
約
１
億
人
が
増
え
た
の
と
同

じ
ペ
ー
ス
で
、
こ
れ
か
ら
の

１
０
０
年
余
り
で
約
１
億
人
の

減
少
と
い
う
厳
し
い
予
測
も
あ

る
中
で
、
少
子
化
対
策
が
急
務

で
あ
る
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
が

対
策
が
十
分
で
き
て
い
ま
せ
ん
。

保
育
園
の
待
機
児
童
解
消
も
ま

だ
途
半
ば
で
す
。
幼
稚
園
で
は

少
子
化
に
よ
り
定
員
割
れ
も
見

ら
れ
ま
す
。
厚
労
省
（
保
育

園
）
、
文
科
省
（
幼
稚
園
）

の
縦
割
り
行
政
の
弊
害
も
言
わ

れ
て
久
し
い
で
す
。
こ
の
た
め

「
子
ど
も
・
子
育
て
新
シ
ス
テ

ム
関
連
法
案
」
で
、
特
に
幼

保
一
元
化
に
よ
り
「
総
合
子
ど

も
園
（
仮
称
）
」
の
創
設
等

に
年
間
７
０
０
０
億
円
を
充
て

る
こ
と
を
「
社
会
保
障
と
税
の

一
体
改
革
」
で
は
提
案
し
て
い

ま
す
。
も
ち
ろ
ん
、
保
護
者

の
理
解
、
幼
稚
園
・
保
育
園
へ

の
十
分
な
説
明
が
必
要
な
の
で

経
過
措
置
も
取
っ
て
ゆ
き
ま
す
。

一
方
、
毎
年
度
高
齢
者
医
療
・

介
護
・
年
金
の
必
要
経
費
と
消

費
税
収
と
の
差
額
は

10
兆
５

０
０
０
億
円
に
な
り
ま
す
。
ギ

リ
シ
ャ
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
イ

タ
リ
ア
を
対
岸
の
火
事
と
高
み

の
見
物
を
決
め
込
む
余
裕
は
、

国
と
地
方
合
わ
せ
て
１
０
０
０

兆
円
の
債
務
（
借
金
）
を
抱

え
る
日
本
に
は
あ
り
ま
せ
ん
。

そ
こ
で
政
府
は
２
月

17
日
、

社
会
保
障
の
安
定
財
源
確
保
と

財
政
健
全
化
を
同
時
達
成
す
る

た
め
の
第
一
歩
と
し
て
、
消
費

税
増
税
を
柱
と
す
る
社
会
保
障
・

税
一
体
改
革
の
大
綱
を
閣
議
決

定
し
ま
し
た
。
消
費
税
率
を
平

成

26
年
４
月
に
８
％
（
地
方

消
費
税
分
１
・
７
％
）
、

27

年

10
月
に

10
％
（
同
２
・
２

％
）
に
２
段
階
で
引
き
上
げ
ま

す
。
そ
し
て
、
社
会
保
障
・

税
番
号
制
度
の
導
入
を
前
提
に
、

家
計
へ
の
負
担
増
が
懸
念
さ
れ

る
低
所
得
者
に
対
し
て
、
い
わ

ゆ
る
逆
進
性
の
問
題
も
踏
ま
え
、

控
除
額
が
所
得
税
額
を
上
回
る

場
合
、
控
除
し
き
れ
な
い
額
を

給
付
す
る
「
給
付
付
き
税
額
控

除
」
の
導
入
を
検
討
し
ま
す
。

関
連
法
案
は
３
月
中
に
国
会
へ

提
出
す
る
方
針
で
す
。
武
正
公

一
議
員
が
か
ね
て
よ
り
導
入
を

主
張
し
て
き
た
食
料
品
や
日
用

品
な
ど
を
低
税
率
に
す
る
「
軽

減
税
率
」
は
、
大
綱
に
「
今

回
の
改
革
に
お
い
て
は
単
一
税

率
を
維
持
す
る
こ
と
と
す
る
」

と
、
残
念
な
が
ら
単
一
税
率
を

維
持
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
大
綱
に
盛
り
込
ま

れ
て
い
る
「
歳
入
庁
」
創
設

に
つ
い
て
、
３
月
１
日
に
民
主

党
の
歳
入
庁
設
置
に
関
す
る
Ｗ

Ｔ
（
ワ
ー
キ
ン
グ
・
チ
ー
ム
）

の
初
会
合
が
開
か
れ
ま
し
た
。

歳
入
庁
は
、
国
税
庁
や
日
本
年

金
機
構
な
ど
を
統
合
し
税
と
保

険
料
を
一
体
的
に
徴
収
す
る
機

関
で
す
。
「
歳
入
庁
」
設
置

に
向
け
て
法
案
化
を
急
い
で
ゆ

き
ま
す
。
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【
社
会
保
障
と
税
一
体
改
革
】

通
常
国
会
の
重
要
テ
ー
マ

浅野目 義英（県議・浦和区）

昭和３３年生まれ
民主党・無所属の会幹事長

予算委員会理事

県土都市整備委員会

高野 秀樹（市議・岩槻区）
昭和３５年生まれ

民主党さいたま市議団副団長

地下鉄7号線延伸事業化特委

神崎 功（市議・緑区）
昭和３０年生まれ

民主党さいたま市議団団長

民主党埼玉県連副代表
総合政策、議会改革推進委員会

三神 尊志（市議・見沼区）
昭和５５年生まれ

総合政策委員会副委員長
見沼田圃将来ビジョ ン委員会

原田 健太（市議・浦和区）
昭和４２年生まれ

民主党さいたま市議団政調会長

大都市行政委員会委員長

武田 和浩（市議・見沼区）

昭和36年生まれ
市民生活委員会

地下鉄7号線延伸事業化特委

衆議院議員たけまさ公一 ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ
●昭和３６年(１９６１年)生まれ
●さいたま市立木崎小、木崎中、県立浦和高校、慶応義塾大学法学部政治学
科卒業。平成元年、松下政経塾卒業（５期生）

●平成１１年４月、埼玉県議会議員２期目当選
●平成２１年８月３０日、衆議院議員４期目当選
●鳩山内閣外務副大臣、第一次菅内閣外務副大臣

●【国会】予算委員会次席理事、郵政改革特別委員会筆頭理事
●【民主党本部】財務委員長、税制調査会副会長、地域主権調査会顧問
●【民主党埼玉県連】代表

民主党埼玉県第１区総支部

地方議員並びに

県政・市政担当者

井上 將勝（県議・見沼区）

昭和54年生まれ
民主党・無所属の会

環境農林委員会、予算特別委員会

小柳 嘉文（市議・浦和区）

昭和40年生まれ
市民生活委員会

見沼田圃将来ビジョ ン委員会

松岡 耕一（緑区）

昭和51年生まれ
民主党埼玉県第１区総支部幹事

緑区・県政担当

石田 昌生（緑区）

昭和35年生まれ
民主党埼玉県第１区総支部幹事

緑区・市政担当

【
未
実
施
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
取
組
状
況
】

公
務
員
人
件
費

平
均
７
・
８
％
削
減
！


